
平成19年３月期   個別中間財務諸表の概要
平成18年11月16日

上 場 会 社 名     トーヨーカネツ株式会社 上場取引所 東証第一部

コード番号   6369 本社所在都道府県

　( URL http://www.toyokanetsu.co.jp/ ) 東京都

代　　表　　者 代表取締役社長 清 田　 重 昭 TEL (03) 5857 - 3333

問合せ先責任者 上席執行役員経理部長 藤 吉　 昭 二

決算取締役会開催日 平成18年11月16日

単元株制度採用の有無　有（１単元　1,000 株）

１. 18年９月中間期の業績（平成18年４月１日 ～ 平成18年９月30日）
(1）経営成績 (注) 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 11,791 25.4 980 168.3 1,239 117.2
17年９月中間期 9,399 △ 19.0 365 △ 34.5 570 △ 9.6
18年３月期 20,586 975 1,171

百万円 ％ 円　銭

18年９月中間期 789 68.0 5.70
17年９月中間期 469 △ 10.3 3.39
18年３月期 722 5.22
(注）①期中平均株式数　　18年９月中間期　138,438,092 株　17年９月中間期　138,490,479 株　18年３月期　138,476,740 株

     ②会計処理の方法の変更 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）財政状態

百万円 百万円 ％ 円　銭

18年９月中間期 52,556 29,919 56.9 216.15
17年９月中間期 47,516 26,279 55.3 189.77
18年３月期 51,900 29,966 57.7 216.44
(注）①期末発行済株式数　18年９月中間期　138,418,829 株　17年９月中間期　138,478,484 株　18年３月期　138,452,535 株

　　 ②期末自己株式数　　18年９月中間期　　　311,912 株　17年９月中間期　　　252,257 株　18年３月期　　　278,206 株

２. 19年３月期の業績予想（平成18年４月１日 ～ 平成19年３月31日）
　

百万円 百万円 百万円

通　　期 24,300 2,110 1,600
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）      11 円 56 銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）
中間期末 期末 年間

18年３月期

19年３月期(実績)

19年３月期(予想)

※業績予想につきましては、現時点において合理的と判断するデータに基づいて作成しており、様々な不確定要素が内在しているため

※実際の業績は予測数値と異なる可能性があります。

１株当たり純資産自 己 資 本 比 率純　資　産総　資　産

売　上　高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期）純利益
１ 株 当 た り 中 間
（ 当 期 ） 純 利 益

売　上　高 経　常　利　益 当 期 純 利 益

－ 2.00

3.00
－
－

2.00
－

3.00
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6369 トーヨーカネツ株式会社（個別） 

１．個別中間財務諸表等 

  （1）中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金 ※１ 5,239 4,490 4,771 

２．受取手形 ※５ 74 41 427 

３．売掛金  4,910 4,187 2,602 

４．有価証券  － 1,498 1,999 

５．たな卸資産  3,944 6,896 4,460 

６．短期貸付金  1,874 137 1,543 

７．その他  315 520 468 

貸倒引当金  △218 △37 △474 

流動資産合計   16,139 34.0 17,735 33.7  15,798 30.4

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※2,3   

(1）建物  3,040 2,745 2,807 

(2）土地  8,734 8,674 8,674 

(3）その他  538 751 745 

有形固定資産合計  12,314 12,171 12,226 

２．無形固定資産  147 113 133 

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※３ 13,939 18,266 19,142 

(2）長期貸付金  3,666 3,993 3,350 

(3）その他 ※３ 2,750 2,445 2,512 

貸倒引当金  △1,441 △2,169 △1,263 

投資その他の資産合
計 

 18,915 22,535 23,741 

固定資産合計   31,376 66.0 34,820 66.3  36,101 69.6

資産合計   47,516 100.0 52,556 100.0  51,900 100.0
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6369 トーヨーカネツ株式会社（個別） 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形  779 402 290 

２．買掛金  212 668 588 

３．短期借入金 ※３ 7,444 2,858 2,965 

４．未払費用  1,096 1,518 1,896 

５．未払法人税等  36 54 48 

６．前受金  2,837 6,622 5,200 

７．賞与引当金  77 75 74 

８．受注工事損失引当
金 

 60 35 80 

９．その他  240 138 245 

流動負債合計   12,786 26.9 12,374 23.6  11,390 22.0

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※３ 769 692 606 

２．繰延税金負債  3,741 5,754 6,101 

３．再評価に係る繰延
税金負債 

 2,174 2,174 2,174 

４．退職給付引当金  1,702 1,553 1,586 

５．役員退職慰労引当
金 

 63 86 75 

固定負債合計   8,450 17.8 10,261 19.5  10,543 20.3

負債合計   21,237 44.7 22,636 43.1  21,934 42.3
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6369 トーヨーカネツ株式会社（個別） 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   18,580 39.1 － －  18,580 35.8

Ⅱ 資本剰余金    

資本準備金  1,102 － 1,102 

資本剰余金合計   1,102 2.3 － －  1,102 2.1

Ⅲ 利益剰余金    

中間（当期）未処
分利益 

 784 － 1,036 

利益剰余金合計   784 1.7 － －  1,036 2.0

Ⅳ 土地再評価差額金   391 0.8 － －  391 0.8

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

  5,451 11.5 － －  8,894 17.1

Ⅵ 自己株式   △30 △0.1 － －  △38 △0.1

資本合計   26,279 55.3 － －  29,966 57.7

負債・資本合計   47,516 100.0 － －  51,900 100.0

    

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金   － － 18,580 35.4  － －

２．資本剰余金    

(1）資本準備金  － 1,102 － 

資本剰余金合計   － － 1,102 2.1  － －

３．利益剰余金    

(1）利益準備金  － 28 － 

(2）その他利益剰余
金 

   

繰越利益剰余金  － 1,521 － 

利益剰余金合計   － － 1,549 2.9  － －

４．自己株式   － － △47 △0.1  － －

株主資本合計   － － 21,184 40.3  － －

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．その他有価証券評
価差額金 

  － － 8,385 16.0  － －

２．繰延ヘッジ損益   － － △41 △0.1  － －

３．土地再評価差額金   － － 391 0.7  － －

評価・換算差額等合
計 

  － － 8,735 16.6  － －

純資産合計   － － 29,919 56.9  － －

負債純資産合計   － － 52,556 100.0  － －
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6369 トーヨーカネツ株式会社（個別） 

  （2）中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１  9,399 100.0 11,791 100.0  20,586 100.0

Ⅱ 売上原価   8,488 90.3 10,195 86.5  18,458 89.7

売上総利益   911 9.7 1,596 13.5  2,127 10.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  546 5.8 616 5.2  1,152 5.6

営業利益   365 3.9 980 8.3  975 4.7

Ⅳ 営業外収益 ※２  362 3.9 370 3.1  534 2.6

Ⅴ 営業外費用 ※３  156 1.7 110 0.9  338 1.6

経常利益   570 6.1 1,239 10.5  1,171 5.7

Ⅵ 特別利益 ※４  633 6.7 63 0.6  928 4.5

Ⅶ 特別損失 ※5,6  959 10.2 505 4.3  1,592 7.7

税引前中間（当
期）純利益 

  244 2.6 797 6.8  507 2.5

法人税、住民税及
び事業税 

 10 8 20 

法人税等調整額  △235 △225 △2.4 － 8 0.1 △235 △215 △1.0

中間（当期）純利
益 

  469 5.0 789 6.7  722 3.5

前期繰越利益   374 －  374

土地再評価差額金
取崩額 

  △60 －  △60

中間（当期）未処
分利益 

  784 －  1,036
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6369 トーヨーカネツ株式会社（個別） 

  （3）中間株主資本等変動計算書 

  当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

    株主資本    

 資本剰余金 利益剰余金 

 

その他

利益 

剰余金 

 

資本金 
資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 繰越 

利益 

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

自己 

株式 

株主資

本合計

平成18年３月31日 残高 (百万円) 18,580 1,102 1,102 － 1,036 1,036 △38 20,680 

中間会計期間中の変動額         

 利益準備金の積立（注）    28 △28 －  － 

 剰余金の配当（注）     △276 △276  △276 

 中間純利益     789 789  789 

 自己株式の取得      － △9 △9 

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額 (純額) 
        

中間会計期間中の変動額合計 

           (百万円) 
－ － － 28 484 512 △9 503 

平成18年９月30日 残高 (百万円) 18,580 1,102 1,102 28 1,521 1,549 △47 21,184 

 

  評価・換算差額等  

 
その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ損益

土地再評 

価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日 残高 (百万円) 8,894 － 391 9,285 29,966 

中間会計期間中の変動額      

 利益準備金の積立（注）     － 

 剰余金の配当（注）     △276 

 中間純利益     789 

 自己株式の取得     △9 

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額 (純額) 
△508 △41 － △549 △549 

中間会計期間中の変動額合計 

           (百万円) 
△508 △41 － △549 △46 

平成18年９月30日 残高 (百万円) 8,385 △41 391 8,735 29,919 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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6369 トーヨーカネツ株式会社（個別） 

  中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法  同左  同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの  時価のあるもの  時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 時価のないもの  時価のないもの 

 移動平均法による原価法  同左  同左 

(2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

 時価法 同左 同左 

(3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

原材料  同左  同左 

 移動平均法による原価法   

仕掛品、貯蔵品   

 個別法による原価法   

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）について

は、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次の通

りであります。 

 建物     ３～50年 

 機械及び装置 10～15年 

 同左  同左 

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 定額法。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しておりま

す。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 同左 
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6369 トーヨーカネツ株式会社（個別） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給のため、当

事業年度下期の支給見込額のう

ち、当事業年度上期に帰属する

部分の金額を計上しておりま

す。 

 同左  従業員の賞与支給のため、翌

事業年度の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する部分の金

額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異について

は、発生年度に全額を費用処理

しております。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

 数理計算上の差異について

は、発生年度に全額を費用処理

しております。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

 なお、数理計算上の差異につ

いては、発生年度に全額を費用

処理しております。 

(4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内部規程に基づく当

中間会計期間末要支給額を計上

しております。 

 同左  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内部規程に基づく当

期末要支給額を計上しておりま

す。 

(5）受注工事損失引当金 (5）受注工事損失引当金 (5）受注工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるた

め、手持ち受注工事のうち当中

間会計期間末において損失額を

合理的に見積もることができる

工事については、将来発生が見

込まれる損失額を引当計上して

おります。 

 同左  受注工事の損失に備えるた

め、手持ち受注工事のうち当期

末において損失額を合理的に見

積もることができる工事につい

ては、将来発生が見込まれる損

失額を引当計上しております。

４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

 同左  同左 
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6369 トーヨーカネツ株式会社（個別） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップの一部について

は、従来、繰延ヘッジ処理に

よっておりましたが、ヘッジ会

計の要件が充たされなくなった

ため、当該処理を中止しており

ます。なお、金利スワップにつ

いて特例処理の要件を充たして

いる場合には特例処理を採用し

ております。 

 原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。なお、為替予

約取引について振当処理の要件

を充たしている場合は振当処理

を、金利スワップについて特例

処理の要件を充たしている場合

には特例処理を採用しておりま

す。 

 金利スワップについては、従

来、繰延ヘッジ処理によってお

りましたが、ヘッジ会計の要件

が充たされなくなったため、当

該処理を中止ないし終了してお

ります。なお、金利スワップに

ついて特例処理の要件を充たし

ている場合には特例処理を採用

しております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ手段 ヘッジ手段 

為替予約取引及び金利スワッ

プ取引 

為替予約取引、金利スワップ

及び通貨スワップ取引 

為替予約取引及び金利スワッ

プ取引 

ヘッジ対象 ヘッジ対象 ヘッジ対象 

外貨建予定取引及び借入金 外貨建予定取引及び借入金 外貨建予定取引及び借入金 

(3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

 当社は、為替予約取引及び金

利スワップ取引について、取引

単体で積極的に投機目的で行わ

ず、為替相場変動リスク及び金

利変動リスクを回避する目的と

してのみ使用しております。 

 当社は、為替予約取引、金利

スワップ及び通貨スワップ取引

について、取引単体で積極的に

投機目的で行わず、為替相場変

動リスク及び金利変動リスクを

回避する目的としてのみ使用し

ております。 

 当社は、為替予約取引及び金

利スワップ取引について、取引

単体で積極的に投機目的で行わ

ず、為替相場変動リスク及び金

利変動リスクを回避する目的と

してのみ使用しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の

キャッシュ・フローを事前に比

較・検討し、有効性を確認して

おります。ただし、特例処理に

よっている金利スワップについ

ては、有効性の評価を省略して

おります。 

 同左  同左 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。仮払消費

税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、流動資産の「その他」

に含めて表示しております。 

 同左  消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

(2）売上計上基準 (2）売上計上基準 (2）売上計上基準 

 着工の日から引渡の期日まで

の期間が１年以上にわたるもの

については工事進行基準を、そ

れ以外のものについては完成基

準及び引渡基準を採用しており

ます。 

 同左  同左 
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6369 トーヨーカネツ株式会社（個別） 

  中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）   ────── （固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間会計期間より、「固定

資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号）を適用しておりま

す。これにより税引前中間純利

益が625百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額につい

ては、改正後の中間財務諸表等

規則に基づき、各資産の金額か

ら直接控除しております。 

  当事業年度より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。

これにより税引前当期純利益が

821百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額につい

ては、改正後の財務諸表等規則

に基づき、各資産の金額から直

接控除しております。 

  ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 
  ────── 

  当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は29,961百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 
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6369 トーヨーカネツ株式会社（個別） 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 当座預金５万ＵＡＥディルハ

ム（１百万円）は、アラブ首長

国連邦における法人登録に関

し、同国経済計画省に差入れた

銀行保証状発行の見返りとして

発行銀行により拘束されており

ます。 

※１ 同左 ※１ 同左 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額は、9,499百万円でありま

す。 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額は、9,436百万円でありま

す。 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額は、9,298百万円でありま

す。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産並びに

担保付債務は次の通りでありま

す。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産並びに

担保付債務は次の通りでありま

す。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産並びに

担保付債務は次の通りでありま

す。 

担保資産 担保資産 担保資産 
 

建物 1,537百万円 

機械及び装置 33百万円 

土地 6,496百万円 

計 8,067百万円 
  

 
建物 1,071百万円

機械及び装置 26百万円

土地 6,001百万円

計 7,100百万円
  

 
建物 1,408百万円

機械及び装置 26百万円

土地 6,372百万円

計 7,807百万円
  

 上記のうち、工場財団抵当

に供している資産 

 上記のうち、工場財団抵当

に供している資産 

 上記のうち、工場財団抵当

に供している資産 
 
建物 768百万円 

機械及び装置 33百万円 

土地 5,458百万円 

計 6,260百万円 
  

 
建物 717百万円

機械及び装置 26百万円

土地 5,458百万円

計 6,203百万円
  

 
建物 742百万円

機械及び装置 26百万円

土地 5,458百万円

計 6,228百万円
  

 なお、土地は再評価後の金額

によるものであります。 

 なお、土地は再評価後の金額

によるものであります。 

 なお、土地は再評価後の金額

によるものであります。 

担保付債務 担保付債務 担保付債務 
 

短期借入金 2,150百万円 

長期借入金 1,410百万円 

計 3,560百万円 
  

 
短期借入金 1,270百万円

長期借入金 650百万円

計 1,920百万円
  

 
短期借入金 1,257百万円

長期借入金 900百万円

計 2,157百万円
  

 上記のうち、工場財団抵当

に対応する債務 

 上記のうち、工場財団抵当

に対応する債務 

 上記のうち、工場財団抵当

に対応する債務 
 
短期借入金 1,150百万円 

長期借入金 1,270百万円 

計 2,420百万円 
  

 
短期借入金 770百万円

長期借入金 650百万円

計 1,420百万円
  

 
短期借入金 520百万円

長期借入金 900百万円

計 1,420百万円
  

 担保に供している有価証券並

びに担保付債務は次の通りであ

ります。 

 担保に供している有価証券並

びに担保付債務は次の通りであ

ります。 

 担保に供している有価証券並

びに担保付債務は次の通りであ

ります。 

担保有価証券 担保有価証券 担保有価証券 
 

投資有価証券他 4,789百万円  
  

 
投資有価証券他 2,553百万円

  

 
投資有価証券他 5,035百万円

  
担保付債務 担保付債務 担保付債務 

 
短期借入金 1,169百万円 

長期借入金 565百万円 

計 1,734百万円 
  

 
短期借入金 681百万円

長期借入金 50百万円

計 731百万円
  

 
短期借入金 679百万円

長期借入金 75百万円

計 754百万円
  

 

 

11



 

 

6369 トーヨーカネツ株式会社（個別） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

 ４ 偶発債務  ４ 偶発債務  ４ 偶発債務 

(1）下記の会社の銀行借入等に

対し、債務保証を行っており

ます。 

(1）下記の会社の銀行借入等に

対し、債務保証を行っており

ます。 

(1）下記の会社の銀行借入等に

対し、債務保証を行っており

ます。 
  

㈱ティケイエル 
(旧称:トーコー
リース㈱) 

1,358百万円 

トーヨーミヤマ工
業㈱ 

936百万円 

トーヨーカネツイ
ンドネシア社 

478百万円 

トーヨーカネツ 
ソリューションズ
㈱ 

276百万円 

グローバルエイト
㈱ 

96百万円 

トーヨーカネツマ
レーシア社 

66百万円 

計 3,213百万円 
  

  
トーヨーミヤマ工
業㈱ 

1,421百万円

トーヨーカネツイ
ンドネシア社 

559百万円

㈱ティケイエル 539百万円

グローバルエイト
㈱ 

278百万円

トーヨーカネツ 
ソリューションズ
㈱ 

182百万円

トーヨーカネツマ
レーシア社 

78百万円

計 3,059百万円
  

  
トーヨーミヤマ工

業㈱ 

1,191百万円

㈱ティケイエル 840百万円

トーヨーカネツイ
ンドネシア社 

557百万円

トーヨーカネツ 
ソリューションズ
㈱ 

229百万円

グローバルエイト
㈱ 

146百万円

トーヨーカネツマ
レーシア社 

54百万円

計 3,020百万円
  

(2）下記の会社の銀行借入に対

し、保証予約を行っておりま

す。 

(2）下記の会社の銀行借入に対

し、保証予約を行っておりま

す。 

(2）下記の会社の銀行借入に対

し、保証予約を行っておりま

す。 
  

㈱ティケイエル 29百万円 
  

  
㈱ティケイエル ９百万円

  

  
㈱ティケイエル 19百万円

  
(3）下記の会社の銀行借入に対

し、経営指導念書を差し入れ

ております。 

(3）下記の会社の銀行借入に対

し、経営指導念書を差し入れ

ております。 

(3）下記の会社の銀行借入に対

し、経営指導念書を差し入れ

ております。 
  

㈱ティケイエル 2,110百万円 

ケイ・テクノ㈱ 200百万円 

㈱トーヨーサービ
スシステム 

15百万円 

計 2,325百万円 
  

  
㈱ティケイエル 1,471百万円

ケイ・テクノ㈱ 160百万円

計 1,631百万円
  

  
㈱ティケイエル 1,786百万円

ケイ・テクノ㈱ 180百万円

計 1,966百万円
  

※５   ────── ※５ 中間期末日満期手形 ※５   ────── 

  中間期末日満期手形の会計処

理については、当中間会計期間

の末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。当

中間期末日満期手形の金額は次

の通りであります。 

 

 
 

受取手形 １百万円
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6369 トーヨーカネツ株式会社（個別） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 工事進行基準による売上高

は、4,796百万円であります。 

※１ 工事進行基準による売上高

は、6,957百万円であります。 

※１ 工事進行基準による売上高

は、9,847百万円であります。 

※２ 営業外収益のうち主要なもの

は次の通りであります。 

※２ 営業外収益のうち主要なもの

は次の通りであります。 

※２ 営業外収益のうち主要なもの

は次の通りであります。 
  

受取利息 70百万円 

受取配当金 173百万円 
  

  
受取利息 52百万円

受取配当金 262百万円
  

  
受取利息 127百万円

受取配当金 183百万円
  

※３ 営業外費用のうち主要なもの

は次の通りであります。 

※３ 営業外費用のうち主要なもの

は次の通りであります。 

※３ 営業外費用のうち主要なもの

は次の通りであります。 
  

支払利息 154百万円 
  

  
支払利息 109百万円

  

  
支払利息 307百万円

  
※４ 特別利益のうち主要なものは

次の通りであります。 

※４ 特別利益のうち主要なものは

次の通りであります。 

※４ 特別利益のうち主要なものは

次の通りであります。 
  

投資有価証券売却益 502百万円 

再開発事業清算益 63百万円 
  

  
海外工事受取保険金 44百万円

  

  
投資有価証券売却益 568百万円

優先出資証券償還益 130百万円

再開発事業清算益 63百万円
  

※５ 特別損失のうち主要なものは

次の通りであります。 

※５ 特別損失のうち主要なものは

次の通りであります。 

※５ 特別損失のうち主要なものは

次の通りであります。 
  

減損損失 625百万円 

貸倒引当金繰入額 210百万円 

関係会社株式評価損 103百万円 
  

  
貸倒引当金繰入額 481百万円
 
 関係会社向け貸付金に関する

ものであります。 

  
減損損失 821百万円

貸倒引当金繰入額 449百万円

関係会社株式評価損 258百万円
  

※６ 減損損失 ※６   ────── ※６ 減損損失 

 当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しておりま

す。 

  当事業年度において、当社は

以下の資産グループについて減

損損失を計上しております。 

  
場所 用途 種類 

千葉県木更津市 遊休資産 土地､建物 

福島県西郷村他 遊休資産 土地 
  

   
場所 用途 種類 

千葉県木更津市 遊休資産 土地､建物

福島県西郷村他 遊休資産 土地 

米国グアム準州 賃貸資産 土地､建物
  

（経緯）  （経緯） 

 遊休資産については、将来の

用途が定まっていないため減損

損失を認識しております。 

  遊休資産については、将来の

用途が定まっていないため減損

損失を認識しております。ま

た、賃貸資産のうち一部の土地

及び建物については、地価の下

落等の理由により減損損失を認

識しております。 

（減損損失の内訳）  （減損損失の内訳） 

 減損損失の内訳は、次の通り

であります。 

土地 592百万円 

建物 33百万円 

 計 625百万円 
 

  減損損失の内訳は、次の通り

であります。 

土地 652百万円

建物 169百万円

 計 821百万円
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6369 トーヨーカネツ株式会社（個別） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（グルーピングの方法）  （グルーピングの方法） 

 当社は、投資の意思決定単位

である事業部門及び賃貸資産を

基礎としてグルーピングを行っ

ておりますが、遊休資産につい

ては、個々の資産単位でグルー

ピングを行っております。 

  当社は、投資の意思決定単位

である事業部門及び賃貸資産を

基礎としてグルーピングを行っ

ておりますが、重要な賃貸資産

及び遊休資産については、個々

の資産単位でグルーピングを

行っております。 

（回収可能額の算定方法等）  （回収可能額の算定方法等） 

 遊休資産のうち土地の回収可

能価額については、正味売却価

額により算定しており、不動産

鑑定士による鑑定評価のほか、

公示路線価を使用しておりま

す。また、遊休資産のうち建物

については、備忘価額により算

定しております。 

  遊休資産のうち土地の回収可

能価額については、正味売却価

額により算定しており、不動産

鑑定士による鑑定評価のほか、

公示路線価を使用しておりま

す。また、遊休資産のうち建物

については、備忘価額により算

定しております。 

 賃貸資産のうち一部の土地及

び建物の回収可能価額について

は、使用価値により算定してお

り、将来キャッシュ・フローの

見積額を3.0～4.0％で割引いて

算定しております。 

 ７ 減価償却実施額  ７ 減価償却実施額  ７ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 129百万円 

無形固定資産 21百万円 
  

  
有形固定資産 137百万円

無形固定資産 23百万円
  

  
有形固定資産 264百万円

無形固定資産 43百万円
  

 

   （中間株主資本等変動計算書関係） 

  当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少 
株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

  普通株式（注） 278 33 － 311 

合計 278 33 － 311 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加33千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

   （リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 

 

   （有価証券関係） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前中間会計期間 
（平成17年９月30日現在） 

当中間会計期間 
（平成18年９月30日現在） 

前事業年度 
（平成18年３月31日現在） 

種類 中間貸借
対照表 
計上額 
(百万円)

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円)

中間貸借
対照表
計上額
(百万円)

時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

貸借対照
表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円)

関連会社株式 250 715 465 250 792 542 250 648 398
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6369 トーヨーカネツ株式会社（個別） 

   （重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ──────  当社は、従来の退職金制度の一環

であった早期退職特別加算金制度を

平成18年４月30日をもって廃止して

おります。同制度の廃止が当社の翌

事業年度の損益に与える影響は、78

百万円の利益の増加の見込みであり

ます。 
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